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１．はじめに 

 

近年，わが国では，防災教育や地域の防災マップづ

くりなど，防災の実践研究として多様な取り組みが実

施されている．また，内閣府中央防災会議が発表した

“災害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方

針”においても，防災教育の充実が明記されており，

それらの研究成果が今後施策として展開されることが

期待されている．実際に施策としてそれらの研究成果

を活用するためには，どの研究成果がもっとも効果的

な手法を提案しているのかを比較検討することが必要

となる．しかし，多様な専門性をもった組織が同一課

題に対して，様々なアプローチを用いて実践研究を行

っているため，各研究の成果を比較することは困難で

あると考えられる．その理由としては，防災研究は学

際的かつ実際的な学問領域であるため，専門家も知識

が限定的であり，防災学全般を把握することが困難で

あるという実態がある 9)． そのため，何らかの取り組み

を実施した際には，その実施効果の計測を適切な方法

で実施することが必要であるといえる．そこで本稿で

は，実践的防災研究に関する文献調査を実施し，防災

実践研究の実施効果の計測方法の実態把握を行うこと

から，実践研究の成果を比較可能でかつ信頼性のある

ものとするための効果計測方法について検討する． 

 

２．分析方法 

 

（１）調査対象 

ソフト防災に関する研究を実施していそうな学会と

して，土木学会，日本災害情報学会，日本自然災害学

会，日本リスク研究会，地域安全学会，日本都市計画

学会，日本建築学会の計 8学会を取り上げた．そして，

それらの学会が 2001年 4月から 2007年 3月までに発行

した 17 誌，計 224 冊の中で，タイトル，キーワードか

ら防災に関する研究論文等の文献 1,562 編を抽出し，こ

れを調査対象とした．詳細は表１に示す． 

 

（２）研究内容の分類 

防災に関する研究には，ハード対策に関するもの，
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表１ 調査対象文献の一覧 

学
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雑誌名 巻・号 冊数
抽出

文献数
査読
有無

土木計画学
研究・講演集

Vol.23
～Vol.34

12冊 104編 無

土木計画学
研究・論文集

Vol.18
～ol.23

6冊 25編 有

水工学・
論文集

第45号
～第50号

6冊 17編 有
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会講演概要集

56回
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6冊 220編 無
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4冊 2編 有

研究発表大会
・予稿集

第3回
～第8回

6冊 226編 無

災害情報
No.1
～No.5

5冊 102編 一部
有

学術講演会
・講演概要集

第20回
～第25回
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経済被害に関するもの，情報システムに関するものな

ど，多くの種類が存在する．そこで，まずは抽出した

1,562 編の文献をそのタイトルとキーワードから類型化

した．その結果を図１に示す．まず各文献が研究対象

としている事象を社会現象，自然現象，被害想定，そ

の他に分類した．そして，社会現象については，その

研究内容を，実践研究，実態分析，システム開発，提

言にさらに分類した．この分類作業により，本研究で

対象とする“防災実践研究”に該当すると思われる文

献は査読無のものが 203 編，査読有のものが 26 編であ

った．なお，以下の分析は査読有の文献 26 編のみを対

象とする． 

 

（３）分析方法 

本稿では，各文献の中で実践された取り組みの実施

効果を明確にしているかどうかに焦点を絞って分析を

行う．具体的には以下の３点を分析する． 

ⅰ）効果計測の実施の有無 

各文献において実施した取り組みの実施効果を何

らかの方法で計測およびその検証を実施しているか

どうかを把握する． 

ⅱ）効果計測方法は適切か 

取り組み実施効果を適切に計測するためには，取

り組み実施前後において取り組み参加者・非参加者

のそれぞれに対して何らかの同一の指標を調査する

必要がある．ここでは取り組み実施効果を計測する

ための調査をどのように実施しているのかを把握す

る． 

ⅲ）計測内容が取り組み実施目的に合致しているか 

適切な方法で効果計測のための調査を実施してい

たとしても，その調査によって計測した内容が取り

組み実施目的に合致していなければ，適切な効果計

測を実施したものとは言い難い．ここでは，取り組

み実施目的に鑑みて，調査によって計測された内容

がそれと合致しているかを把握する． 

 

３．分析結果 

 

（１）効果計測の実施に関する分析 

分析対象とした 26 編のうちどのくらいの文献が取り

組み実施効果の計測に関する分析を行っているのかを

把握する．そこで，まずは各文献の論文構成要素を以

下のように形式化した． 

ⅰ．現状把握：研究の背景や問題意識を記述してい

る部分 

ⅱ．状態記述：研究対象事象をモデルなどで記述し

ている部分 

ⅲ．手法提案：目的を達成するための新手法の提案

について記述している部分 

ⅳ．実 践 ：上記で提案した手法を実践し，その

内容について記述している部分 

ⅴ．効果計測：上記じ実践した取り組みの実施効果

の計測方法やその結果について記述

している部分 

そして，各文献がこれらの構成要素のどこまで記述し

ているのかを集計した．その結果を図 2に示す． 

これより，効果計測まで実施している文献は 50.0%(13

編)であったが，その一方で，手法の提案までが 15.4%(4

編)，実践までが 7.7%(2 編)となっており，効果計測自体

を実施していない文献が存在していることが把握され

た． 

図１ タイトル・キーワードによる文献の類型化 
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図２ 調査対象文献の論文構成の分類
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（２）計測方法に関する分析 

以下，効果計測を実施していた文献について分析を

行う．まず，取り組み実施効果の計測方法が適切であ

るかどうかを把握する．具体的には以下の 2点に着目し

て考察を行う． 

ⅰ）効果測定のための調査を取り組み実施前後で実施

し，その結果を比較しているか 

ⅱ）効果計測のための調査を取り組み参加者と非参加

者を対象に実施し，その結果を比較しているか 

効果計測を実施していた文献 13 編について，上記の２

点を満たしているかどうかを集計した結果を図３に示

す．これより，半数以上の文献において，取り組み実

施後に，取り組み参加者のみを対象に調査を実施し，

その結果をもって効果を議論していたことが明らかと

なった．取り組み実施効果を正確に計測するためには，

上記の両方を満たした効果計測のための調査を設計す

べきであるが，少なくとも上記のどちらかを満たした

調査を実施しなければ，取り組み実施効果があったの

かどうかを検討することはできないものといえる． 

 

（３）計測内容に関する分析 

仮に効果計測のための調査設計が適切であったとし

ても，その調査において計測した指標が取り組み実施

目的に鑑みて適切に設定されていなければ，それは取

り組み実施効果を適切に計測したものとはいえない．

そこで，取り組み実施効果の計測内容が目的に沿って

いるかどうかを把握する．具体的には以下の 2点に着目

して考察を行う． 

ⅲ）効果計測のための調査の対象者が取り組み実施目

的の対象者と合致しているか 

ⅳ）計測内容は取り組み実施目的と合致しているか 

例えばⅲ）についての具体的な一例としては，取り

組み実施目的の対象者が『地域住民』となっているに

もかかわらず，効果計測のために実施した調査の対象

者が『行政職員と大学生』となっている場合 12)などであ

る．この場合，行政職員と大学生はともに地域住民の

一部ではあるが特定の属性を有した住民であるといえ，

それらのみを対象に効果を計測したとしても地域住民

全般に同様の効果があるとは言い難い．このような場

合は計測対象者は取り組み実施目的に合致していない

ものと判断した．一方ⅱ）についての具体的な一例と

しては，取り組み実施目的が『地方自治体職員の実践

的な災害対応能力の向上』となっているにもかかわら

ず，効果計測の方法が『平常時に災害対応訓練を実施

したことにより，地方自治体職員の災害時におけるイ

メージと意識がどのように変化したかを調査する』と

なっている場合 16)などである．災害対応能力の向上を調

査するならば，災害時における対応が取り組み実施前

と比べてどのように変化したのかを調査しなければ，

取り組み実施目的である災害対応能力の向上が達成さ

れたかどうかを把握したとはいえない．このような場

合は計測内容が取り組み実施目的に合致していないと

判断した． 

効果計測を実施していた文献 13 編について，上記の

２点を満たしているかどうかを集計した結果を図４に

示す．これより，効果計測を実施している文献のうち，

目的に沿っていない文献は 46.2%であることがわかった． 

 

４．まとめ ―適切な効果計測のために― 

 

本稿では，わが国における防災実践研究に関して，

その実施効果の計測方法に着目した文献調査を実施し

た．その結果，対象とした 26 編の文献のうち，効果計

測まで実施している文献は 13 編であり，そのうち適切

な方法・内容で効果計測を実施していたものは更に半

数の 5編であった（図５参照）． 

本稿の分析結果より，取り組み実施効果を計測する

図３ 効果計測のための調査方法に着目した
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図４ 計測対象者・計測内容に着目した

調査対象文献の分類 
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図５ 調査方法と計測対象者・計測内容に着目した

調査対象文献の分類 



ための調査設計が不十分であると考えられる文献の割

合が高いことが明らかとなった．また，計測内容が取

り組み実施目的と必ずしも合致していない文献の割合

も高かった．取り組み実施効果を正確に計測するため

には，取り組み実施前後において取り組み参加者・非

参加者のそれぞれを対象に調査を実施することが望ま

れる．しかし，防災に関する取り組み自体への参加者

率が低いなかで，そのような大規模調査を実施するこ

とは非常に困難であることは容易に想像される．また，

取り組み実施目的を「迅速な避難」や「適切なオペレ

ーションの遂行」などの災害時における適切な対応行

動の促進とした場合，取り組み実施効果を正確に計測

するためには，実際の被災時の行動を計測する必要が

生じる．このように適切な方法で取り組み実施効果を

計測することは困難であるといわざるを得ない．しか

し，提案した手法の効果を確認することは学術上も実

務上も必要不可欠であるといえる． 

上記のような困難を克服し，適切な効果計測を実施

するための一つの手段としては，地域を固定し，継続

的な取り組みを実践していくことが挙げられよう．継

続して同一地域を対象に様々な取り組みを実践してい

くことで，多様な属性を対象に調査を実施する機会も

得られ，長期的な取り組み効果の計測も可能となるも

のと期待できる． 
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